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条件付き施工及び特有の施工方法による 
防火壁装材料の登録基準 

 
制    定 平成 14年 ３月 15日 
最終改正 平成 23年 ４月 19日 

 
（目  的） 

第１条  本登録基準は、防火材料の認定条件が協会の定める標準的な認定条件と異なる場合、壁 

  紙品質情報管理システム運営・実行委員会（以下「運営・実行委員会」という。）の判断により、 

  防火壁装材料品質情報管理システム（以下「管理システム」という。）に登録するために必要な 

  事項を定める。 

 

（適  用） 

第２条  壁紙品質情報管理システム運営委員会（以下「運営委員会」という。）が、管理システム

に登録するために提出された認定条件等を、「壁紙品質情報管理システム登録商品の技術基準」

及び協会の定める「防火壁装材料の標準施工法」（以下「標準施工法」という。）と照らして審

議した結果、施工条件等が異なると判断されたものに適用する。 

２．施工条件が標準施工法に類似しているか、又は標準施工法による施工での実績があるとみな

される場合は、運営委員会の判断により標準施工法に含まれるものとする。 

 

（区  分） 

第３条  前条によって本登録基準の適用を受けるものと判断された防火材料は、以下のように区 

  分する。 

（１）特有の施工法によるもの。 

  （２）施工条件が標準施工法と異なると判断されるもの（以下「条件付き」という。）「条件付

き」は、天然木単板壁紙のように特定の施工業者により施工されることが明らかで大臣認

定条件どおりに施工される場合にのみ適用する。 

２．前項に区分できない防火材料を管理システムに登録することはできない。 

 

（登録可否の判定） 

第４条  管理システムに登録するためには、以下の要件を満たすものとする。 

  （１）特有の施工法によるものは、施工方法ごとに定められた規約類を遵守すること。 

  （２）先付け接着剤付の壁紙で、標準施工法で定められた下地処理を行う場合は、標準施工法 

タックとする。ただし、特定の下地処理を行う場合は条件付き施工とし、防火製品表示及

び見本帳表示等で相違点を明確に表示して販売すること。 

  （３）条件付きの防火壁装材料は、認定取得者の責任のもとで販売及び各種の表示を行うこと。 

  （４） （１）、（３）に該当する商品を登録する場合は、次の書類を提出することとする。 

      ①施工管理方法 
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      ②施工管理者の所属・氏名（毎年更新） 

      ③製品表示ラベル 

      ④（３）の場合は①、②を省略する。ただし、条件付き施工の場合は、誓約書を提出する

ものとする。 

 

（防火施工管理） 

第５条  前条 第１号にあたる防火壁装材料を管理システムに登録した場合、防火施工管理は認定 

取得者があたるものとし、施工後の性能を保証しなければならない。 

２．前項の場合、認定取得者は以下に定める方法により防火性能表示を行うことができる。 

  イ．防火施工管理ラベルは、日本壁装協会発行による別図に示すラベルとし、責任施工ラベル 

    と称する。 
  ロ．責任施工ラベルは、指定の書式に則り、認定取得者のうちで所定の講習を受け、予め協会 

    に、登録された施工管理者が協会に直接申請するものとする。 

  ハ．責任施工ラベルの申請受付は、ウェブサイト上の「防火施工管理ラベル申請システム」に 

    よるか、又は協会事務局からの直接発行に限る。 

  二．申請の代行、又は認定取得者であっても、予め協会に登録されていないものの申請は、い 

    ずれも認めない。 

 

（委託施工の承認） 
第６条  第４条 第２号及び第３号にあたる防火壁装材料は、運営・実行委員会が定める一定の条 

  件を明示した上で委託施工を認めることができる。 

 

 

附  則 

第１条 本登録基準について疑義が生じた場合は、運営・実行委員会の解釈に従う。 

第２条 本登録基準の改廃は、運営・実行委員会の決定に基づき、理事会が承認する。 

第３条 本登録基準は、平成 14年 4月 1日から施行する。 

第４条 本登録基準の改正は、平成 23年 4月 19日から施行する。 

 

 

細  則 

 

第１条 本登録基準の執行については、運営・実行委員会が実務を担当する。 

第２条 防火壁装材料品質情報管理システム登録可否の審議の結果は、当該認定取得者に文書を 

もって速やかに通知しなければならない。 

第３条 本細則の改廃は、運営・実行委員会の決定に基づき、理事会の承認による。 

第４条 本細則は、平成 14年 4月 1日から施行する。 

第５条 本細則の改正は、平成 23年 4月 19日から施行する。 



日本壁装協会制定 
「条件付き施工及び特有の施工方法による防火壁装材料の登録基準」 

 3 

【責任施工ラベル】例 
 
                                     

国土交通大臣の認定を取得し 
た防火壁装材料仕上げです。 
認定番号ＮＭ－ 

 
 

不 燃 材 料 
 [基材との組み合わせによる] 

 
日本壁装協会 
施工管理者 

国土交通大臣の認定を取得し 
た防火壁装材料仕上げです。 
認定番号ＱＭ－ 

 
 

準不燃材料  
[基材との組み合わせによる] 

 
日本壁装協会 
施工管理者 

 

国土交通大臣の認定を取得し 
た防火壁装材料仕上げです。 
認定番号ＲＭ－ 

 
 

難 燃 材 料 
[基材との組み合わせによる] 

 
日本壁装協会 
施工管理者 

 


